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1.  21年3月期の業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 15,409 7.1 1,303 △15.6 1,367 △14.6 663 △26.4
20年3月期 14,382 7.5 1,543 10.9 1,600 11.4 901 12.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 9,689.30 ― 7.0 12.1 8.5
20年3月期 13,163.89 ― 10.2 15.2 10.7

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 11,512 9,676 84.0 141,287.91
20年3月期 11,060 9,200 83.2 134,338.31

（参考） 自己資本   21年3月期  9,676百万円 20年3月期  9,200百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,258 △901 △187 1,861
20年3月期 1,626 △966 △140 1,691

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間） 配当性向

純資産配当
率（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 1,000.00 ― 1,500.00 2,500.00 171 19.0 1.9
21年3月期 ― 1,250.00 ― 1,250.00 2,500.00 171 25.8 1.8
22年3月期 

（予想）
― 1,250.00 ― 1,250.00 2,500.00 24.7

3.  22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

8,300 7.1 720 10.4 730 5.9 345 7.7 5,037.38

通期 16,800 9.0 1,380 5.9 1,410 3.1 692 4.3 10,103.96



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、22ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、30ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 68,488株 20年3月期 68,488株
② 期末自己株式数 21年3月期  ―株 20年3月期  ―株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因によって異なる可能性があります。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,150 3,815

預け金 41 45

売掛金 － 0

有価証券 － 1,500

商品 23 －

製品 1 －

商品及び製品 － 26

原材料及び貯蔵品 15 14

前払費用 106 111

繰延税金資産 72 74

その他 30 37

流動資産合計 5,441 5,626

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,639 5,008

減価償却累計額 △1,119 △1,360

建物（純額） 3,520 3,648

構築物 665 752

減価償却累計額 △321 △396

構築物（純額） 344 355

機械及び装置 384 416

減価償却累計額 △201 △252

機械及び装置（純額） 182 163

車両運搬具 11 23

減価償却累計額 △8 △13

車両運搬具（純額） 2 10

工具、器具及び備品 747 801

減価償却累計額 △527 △599

工具、器具及び備品（純額） 220 201

土地 121 121

建設仮勘定 33 87

有形固定資産合計 4,424 4,589

無形固定資産   

ソフトウエア 5 4

その他 35 44

無形固定資産合計 40 48

投資その他の資産   

投資有価証券 8 10



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

長期貸付金 246 229

長期前払費用 200 188

繰延税金資産 36 104

差入保証金 545 570

保険積立金 115 154

投資その他の資産合計 1,153 1,257

固定資産合計 5,618 5,895

資産合計 11,060 11,521

負債の部   

流動負債   

買掛金 506 527

未払金 274 347

未払費用 435 451

未払法人税等 408 263

未払消費税等 80 73

預り金 38 38

前受収益 18 21

賞与引当金 60 59

役員賞与引当金 7 －

株主優待引当金 4 6

ポイント引当金 － 15

その他 25 26

流動負債合計 1,860 1,830

固定負債   

長期リース資産減損勘定 － 14

固定負債合計 － 14

負債合計 1,860 1,845

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,473 2,473

資本剰余金   

資本準備金 2,426 2,426

資本剰余金合計 2,426 2,426

利益剰余金   

利益準備金 36 36

その他利益剰余金   

別途積立金 3,200 3,800

繰越利益剰余金 1,064 939

利益剰余金合計 4,301 4,776

株主資本合計 9,201 9,677



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 △0

評価・換算差額等合計 △1 △0

純資産合計 9,200 9,676

負債純資産合計 11,060 11,521



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 ※1  14,382 ※1  15,409

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 25 25

当期製品製造原価 1,586 1,754

当期商品仕入高 3,755 4,073

合計 5,367 5,854

他勘定振替高 ※2  23 ※2  24

商品及び製品期末たな卸高 25 26

売上原価合計 5,317 5,802

売上総利益 9,064 9,606

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 67 94

役員報酬 115 116

給与手当 3,428 3,805

賞与 111 106

賞与引当金繰入額 57 57

役員賞与引当金繰入額 7 －

福利厚生費 214 229

旅費及び交通費 70 67

通信費 40 43

水道光熱費 622 723

消耗品費 273 288

租税公課 95 105

賃借料 1,091 1,196

減価償却費 494 589

株主優待引当金繰入額 4 6

その他 825 873

販売費及び一般管理費合計 7,521 8,303

営業利益 1,543 1,303

営業外収益   

受取利息 31 23

有価証券利息 － 11

受取配当金 0 0

協賛金収入 23 17

その他 5 11

営業外収益合計 61 64

営業外費用   

シンジケートローン手数料 3 －

その他 － 0

営業外費用合計 3 0



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

経常利益 1,600 1,367

特別利益   

損害賠償金 9 －

保険金収入 30 17

特別利益合計 40 17

特別損失   

前期損益修正損 ※3  － ※3  14

固定資産除却損 ※4  19 ※4  42

減損損失 ※5  22 ※5  136

過年度株主優待引当金繰入額 3 －

特別損失合計 44 193

税引前当期純利益 1,596 1,191

法人税、住民税及び事業税 703 598

法人税等調整額 △8 △70

法人税等合計 694 527

当期純利益 901 663



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,473 2,473

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,473 2,473

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,426 2,426

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,426 2,426

資本剰余金合計   

前期末残高 2,426 2,426

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,426 2,426

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 36 36

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 36 36

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 0 －

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

別途積立金   

前期末残高 2,500 3,200

当期変動額   

別途積立金の積立 700 600

当期変動額合計 700 600

当期末残高 3,200 3,800

繰越利益剰余金   

前期末残高 999 1,064

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 0 －



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

別途積立金の積立 △700 △600

剰余金の配当 △136 △188

当期純利益 901 663

当期変動額合計 64 △124

当期末残高 1,064 939

利益剰余金合計   

前期末残高 3,536 4,301

当期変動額   

剰余金の配当 △136 △188

当期純利益 901 663

当期変動額合計 764 475

当期末残高 4,301 4,776

株主資本合計   

前期末残高 8,437 9,201

当期変動額   

剰余金の配当 △136 △188

当期純利益 901 663

当期変動額合計 764 475

当期末残高 9,201 9,677

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1 △1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2 0

当期変動額合計 △2 0

当期末残高 △1 △0

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1 △1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2 0

当期変動額合計 △2 0

当期末残高 △1 △0

純資産合計   

前期末残高 8,438 9,200

当期変動額   

剰余金の配当 △136 △188

当期純利益 901 663

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2 0

当期変動額合計 762 475

当期末残高 9,200 9,676



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,596 1,191

減価償却費 502 600

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △0

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △7

株主優待引当金の増加額 4 1

ポイント引当金の増減額（△は減少） － 15

受取利息及び受取配当金 △31 △34

有形固定資産除却損 19 42

減損損失 22 136

売上債権の増減額（△は増加） － △0

たな卸資産の増減額（△は増加） 7 △0

その他の流動資産の増減額（△は増加） △18 △7

仕入債務の増減額（△は減少） 63 20

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 19 15

未払消費税等の増減額（△は減少） △14 △6

その他の流動負債の増減額（△は減少） 37 2

その他 22 4

小計 2,233 1,972

利息及び配当金の受取額 27 30

法人税等の支払額 △634 △744

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,626 1,258

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,500 △3,000

定期預金の払戻による収入 5,500 4,500

有価証券の取得による支出 － △1,500

有形固定資産の取得による支出 △838 △827

無形固定資産の取得による支出 △9 △12

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

差入保証金の差入による支出 △68 △25

差入保証金の回収による収入 1 0

貸付けによる支出 △12 －

貸付金の回収による収入 17 17

その他 △55 △51

投資活動によるキャッシュ・フロー △966 △901

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △136 △187

その他 △4 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △140 △187

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 519 169



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

現金及び現金同等物の期首残高 1,172 1,691

現金及び現金同等物の期末残高 1,691 1,861



製造原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   1,279 80.6 1,385 78.9 

Ⅱ 労務費 ※２ 262 16.6 296 16.9 

Ⅲ 経費 ※３ 44 2.8 73 4.2 

当期総製造費用   1,586 100.0 1,754 100.0 

当期製品製造原価   1,586   1,754  

           

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 １．原価計算の方法 

 実際総合原価計算によっております。なお、当社

は生鮮品を加工しており、仕掛品はありません。 

 １．原価計算の方法 

 同左 

※２．労務費のうち賞与引当金繰入額は、２百万円であ

ります。 

※２．労務費のうち賞与引当金繰入額は、２百万円であ

ります。 

※３．主な経費の内訳は、次のとおりであります。 ※３．主な経費の内訳は、次のとおりであります。 

水道光熱費 4百万円

賃借料 18百万円

減価償却費 8百万円

水道光熱費 8百万円

賃借料  28百万円

減価償却費 10百万円



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 該当事項はありません。 

重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基

準及び評価方法 

(1）その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

(1）その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  

  

    

  

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  

２．たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

(1）原材料・商品 

 先入先出法による原価法 

(1）原材料・商品 

同左 

  (2）製品 

 総平均法による原価法 

(2）製品 

同左 

  (3）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

(3）貯蔵品 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

３．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については定

額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物     15年～31年 

器具及び備品 ３年～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

   （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。なお、この変更に伴い営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞ

れ18百万円減少しております。 

（追加情報） 

当事業年度より、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産については、償

却可能限度額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法によってお

ります。 

この変更に伴う損益に与える影響は軽微

であります。 

  

  

  

 ────── 

  

  

  

  

 （追加情報） 

 有形固定資産の耐用年数の変更  

 ①法人税法の改正に伴い当事業年度より、機械

  及び装置の耐用年数は、改正後の法人税法に

  基づく耐用年数に変更しております。 

    この変更に伴い営業利益、経常利益および

  税引前当期純利益はそれぞれ６百万円減少し

  ております。  

 ②事業用定期借地権上の建物の耐用年数につい

    ては、従来、法人税法の法定耐用年数に基づ

  いて減価償却しておりました。 

   しかし、事業用定期借地権の契約期間は15

  年から20年とされ、事業用定期借地権の契約

  書上は、期間延長がなされない旨、および契

  約期間終了後には、更地として返還する旨の

  記載があることから、事業用定期借地権の契

  約期間が法人税法の法定耐用年数を下回る場

  合については、当事業年度より、事業用定期

  借地権の経済的耐用年数は契約期間内と考 

  え、当該契約期間に減価償却しております。

   この変更に伴い営業利益、経常利益及び 

  税引前当期純利益はそれぞれ51百万円減少し

  ております。 

  

  (2）無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5

年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

(2)賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、将来の

支給見込額のうち、当事業年度に対応す

る額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

  

  (3)役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出に充て 

  るため、支給見込額に基づき当事業年度 

  に見合う分を計上しております。 

(3)役員賞与引当金 

 同左 

  (4)株主優待引当金 

  将来の株主優待券の利用による費用の発 

  生に備えるため、株主優待券の利用実績 

  率に基づいて、翌事業年度以降に発生す 

  ると見込まれる額を計上しております。 

  （追加情報） 

  株主優待費用は、従来、株主優待券利用 

  時に営業費用として処理をしておりまし 

 たが、株主優待券の利用実績率の把握が 

 可能となったため、当事業年度より利用 

 実績率に基づき翌事業年度以降に発生す 

 ると見込まれる額を株主優待引当金とし 

 て計上することといたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比 

  較して、営業利益及び経常利益は１百万 

  円減少し、税引前当期純利益は４百万円 

  減少しております。 

(4)株主優待引当金 

 同左 

  

  

  

  

────── 

  

   

   

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

 



項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

４．引当金の計上基準   

   

────── 

  

  

  

  

（5）ポイント引当金  

   将来のポイントサービスの利用による費用の

    発生に備えるため、ポイントサービスの利用

    実績率に基づいて、翌事業年度以降に発生す

    ると見込まれる額を計上しております。   

 （追加情報） 

   従来ポイントカード利用時に売上値引とし

  て処理しておりましたが、ポイントに関する

  費用の金額的重要性が高まっており、さらに

  今後もポイントに関する費用が増加すると見

  込まれることから、当事業年度より、将来の

  ポイントカード利用による売上値引に備える

  ため利用実績に基づき将来利用されると見込

  まれるポイントに対する見積額をポイント引

  当金として計上することといたしました。 

   この結果、従来の方法によった場合と比較

  して、営業利益及び経常利益に与える影響は

  軽減であり、税引前当期純利益は15百万円減

  少しております。 

５．リース取引の処理

方法 

   

  

────── 

  

  

 リース取引の処理方法 

   当社の所有権移転外ファイナンス・リース

  取引のうち、リース取引開始日が平成20年４

  月１日より前に開始する事業年度に属するも

  のについては、借手側においては、通常の賃

  貸借取引に準じた会計処理によっておりま 

  す。 

６．キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲  

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。  

同左  

７．その他財務諸表作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成19年4月１日 

至 平成20年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年4月１日 

至 平成21年3月31日） 

  

  

  

 ────── 

①たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更  

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来 

 主として先入先出法による原価法によっておりました 

 が、第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する 

 会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日） 

 が適用されたことに伴い、主として先入先出法による原 

 価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 

 簿価切下げの方法）により算定しております。この変更 

 に伴う当事業年度の損益に与える影響はありません。 

②リース取引に関する会計基準の変更 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従 

 来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお 

 りましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計 

 基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会 

 計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リ

 ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準 

 適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会

 会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を適用して

 おります。リース取引開始日が平成20年4月1日より前の 

 所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引につきまして 

 は、通常の賃貸借処理に準じた方法により、リース取引 

 開始日が平成20年4月1日以降の所有権移転外ファイナン 

 ス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に 

 準じた会計処理によることとしております。リース取引 

 開始日が平成20年4月1日以降の所有権移転外ファイナン 

 ス・リース取引がないため、財務諸表に与える影響はあ 

 りません。なお、これらの会計基準等の適用に伴い、リ 

 ース取引開始日が平成20年4月1日より前の取引開始不動

 産に係るリース資産について、従来所有権移転外ファイ

 ナンス・リース取引として取り扱っていなかったもの  

 を、当期より所有権移転外ファイナンス・リース取引と 

 して取り扱い、減損損失（15百万円）を特別損失に計上 

 しております。 

前事業年度 
（自 平成19年4月１日 

至 平成20年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年4月１日 

至 平成21年3月31日） 

（貸借対照表）  

前期まで「投資その他の資産」の「その他」に含めて

表示しておりました「保険積立金」は当期において、資

産の総額の100分の1を超えたため区分掲載しました。  

なお前期末の「保険積立金」は、76百万円でありま

す。  

  

  

────── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

────── ────── 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※１.               ────── 

   

  

 ※２.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

   販売費及び一般管理費        23百万円 

 ※３.               ────── 

  

※１.ポイント引当金繰入額０百万円を控除しておりま 

   す。 

   

 ※２.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

   販売費及び一般管理費        24百万円 

 ※３.前期損益修正損は当会計期間よりポイント引当金を 

   計上したことに伴う過年度ポイント引当金繰入額14 

   百万円であります。 

  

※４.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 16百万円

器具及び備品 1百万円

その他 1百万円

計  19百万円

※４.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物  37百万円

構築物  2百万円

その他 3百万円

計   42百万円

※５.減損損失 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として

店舗を基本にグルーピングしております。 

 営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗

について、固定資産薄価を全額回収できる可能性が低いと

判断した以下の資産グループの帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失（22百万円）として特別損

失に計上いたしました。 

 減損損失の内訳は次のとおりです。 

  

 科目内訳は、次のとおりです。 

 なお、当社の回収可能額は正味売却価額により測定してお

り、売却や他の転用が困難な資産はゼロ評価しております。

場所 用途 種類 
減損損失

（百万円）

 

 岐阜県 

 

 営業店１店舗 

 

 建物等 

 

 22 

科目  
減損損失  

（百万円）  

 建物 16

 その他 6

 合計 22

※５.減損損失 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として

店舗を基本にグルーピングしております。 

 営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗

について、固定資産薄価を全額回収できる可能性が低いと

判断した以下の資産グループの帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失（136百万円）として特別

損失に計上いたしました。 

 減損損失の内訳は次のとおりです。 

  

 科目内訳は、次のとおりです。 

 なお、当社の回収可能額は正味売却価額により測定してお

り、売却や他の転用が困難な資産はゼロ評価しております。

場所 用途 種類 
減損損失

（百万円）

 愛知県 

 静岡県 

 営業店３店舗 

 営業店１店舗 

 建物等 

 建物等 

 69 

 66 

科目  
減損損失  

（百万円）  

 建物 101

 その他 34

 合計 136



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式        

普通株式 68,488 - - 68,488 

合計 68,488 - - 68,488 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 68 1,000 平成19年３月31日 平成19年６月22日

平成19年10月２日 

取締役会 
普通株式 68 1,000 平成19年９月30日 平成19年12月11日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月18日 

定時株主総会 
普通株式 102 利益剰余金 1,500 平成20年３月31日 平成20年６月19日

 
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式        

普通株式 68,488 - - 68,488 

合計 68,488 - - 68,488 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月18日 

定時株主総会 
普通株式 102 1,500 平成20年３月31日 平成20年６月19日

平成20年10月６日 

取締役会 
普通株式 85 1,250 平成20年９月30日 平成20年12月９日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月17日 

定時株主総会 
普通株式 85 利益剰余金 1,250 平成21年３月31日 平成21年６月18日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 5,150

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,500

預け金 41

現金及び現金同等物 1,691

  （百万円）

現金及び預金勘定 3,815

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,000

預け金 45

現金及び現金同等物 1,861



（リース取引関係） 

  

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引（借主側） 
  

  (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 
   減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 ────── 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

減損損失 
累計額  
相当額  

期末残高 
相当額 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

建物 369 101 15 251 

  
  

 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

  １年内 18百万円
１年超 259百万円

合計 278百万円
   (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

   却費相当額及び減損損失 

     支払リース料 

   減価償却費相当額 

   支払利息相当額 

   減損損失 

 24百万円

 20百万円

 5百万円

15百万円

  
  

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

   法によっております。 

  
  

 （5）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得相当額の差額を利息

   相当額とし、当期への配分方法については、利息法に

   よっております。 



（有価証券関係） 

  １.その他有価証券で時価のあるもの 

      前事業年度（平成20年３月31日現在） 

    当事業年度（平成21年３月31日現在） 

  ２．当事業年度中に売却したその他の有価証券 

    前事業年度（平成20年３月31日現在） 

    該当事項はありません。 

  

    当事業年度（平成21年３月31日現在） 

    売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

     

  ３．時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

       前事業年度（平成20年３月31日現在） 

    該当事項はありません。 

  

       当事業年度（平成21年３月31日現在） 

  

  ４.その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

    前事業年度（平成20年３月31日現在） 

       該当事項はありません。 

  

      当事業年度（平成21年３月31日現在） 

  

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  種  類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
株  式 0 0 0 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
株  式 10 7 △2 

合計 11 8 △2 

  種  類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
株  式 - - - 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
株  式 12 10 △1 

合計 12 10 △1 

  貸借対照表計上額（百万円） 

    その他有価証券  

     譲渡性預金 1,500

区分 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

 その他有価証券 

  譲渡性預金 
1,500 - - -



（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（繰延税金資産）  

未払事業税   34百万円

賞与引当金繰入超過額   24百万円

少額固定資産 6百万円

減損損失   8百万円

事業用定期借地権仲介

手数料 
18百万円

未払賞与否認   4百万円

その他   12百万円

繰延税金資産計   109百万円

繰延税金資産の純額  109百万円

（繰延税金資産）  

未払事業税    24百万円

賞与引当金繰入超過額    24百万円

少額固定資産 5百万円

減価償却超過額    21百万円

事業用定期借地権仲介

手数料 
21百万円

前受収益    8百万円

減損損失     55百万円

その他  17百万円

繰延税金資産計    178百万円

繰延税金資産の純額  178百万円

     

２．法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因

となった主な項目別の内

訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目 1.1％

住民税均等割額 2.2％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 43.5％

法定実効税率   40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目   1.0％

住民税均等割額   3.2％

損金不算入付帯税等  0.1％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税

等の負担率  44.4％



（関連当事者情報） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．当社は、土地の賃借契約につきまして駐車場用地として使用しており、近隣の地代を参考にした価格によ 

 っております。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．当社は、土地の賃借契約につきまして駐車場用地として使用しており、近隣の地代を参考にした価格によ 

      っております。 

（１株当たり情報） 

  

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金 

（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び個

人主要株主 
佐藤啓介 

愛知県 

小牧市 
－ 

当社代表

取締役社

長 

(被所有) 

直接 

18.32％ 

－ － 
土地の賃借 

（注） 
2 

前払費用 0 

差入保証

金 
1 

属性 氏名 住所 
資本金 

（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び個

人主要株主 
佐藤啓介 

愛知県 

小牧市 
－ 

当社代表

取締役社

長 

(被所有) 

直接 

18.32％ 

－ － 
土地の賃借 

（注） 
2 

前払費用 0 

差入保証

金 
1 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額           134,338.31円               141,287.91円 

１株当たり当期純利益金額 13,163.89円       9,689.30円 

 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 １株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（百万円） 901 663 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - - 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 901 663 

期中平均株式数（株） 68,488.00 68,488.00 



５．その他 

(1）役員の異動 

 開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 
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